
（別紙様式１）

　  　　 　　　公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく競争入札に係る情報の公表（公共工事）

公 共 工 事 の 名 称 、 場 所 、 期 間 及 び 種 別
契 約 担 当 官 等 の 氏 名
並びにその所属する部局の
名 称 及 び 所 在 地

契 約 を
締 結 し た 日

契 約 の 相 手 方 の 商 号
又 は 名 称 及 び 住 所

法 人 番 号
一 般 競 争 入 札 ・
指 名 競 争 入 札 の 別
( 総 合 評 価 の 実 施 )

予 定 価 格 契 約 金 額 落 札 率 備 考

千葉港他施工状況確認等補助業務 分任支出負担行為担当官
千葉港、東京湾内の対象工事現場（調査現場含む）及び調査職員が指定する場所 千葉港湾事務所長

R3.4.1 ～R5.3.27 千葉港湾事務所

建設コンサルタント等 千葉市中央区中央港1-11-2

千葉港他発注補助業務 分任支出負担行為担当官
千葉港、東京湾内の対象工事現場（調査現場含む）及び調査職員が指定する場所 千葉港湾事務所長

R3.4.1 ～R4.3.25 千葉港湾事務所

建設コンサルタント等 千葉市中央区中央港1-11-2

東京湾連続観測機器管理保守点検他業務 分任支出負担行為担当官

神奈川県横浜市神奈川区橋本町2-1-4他 千葉港湾事務所長

R3.4.1 ～R4.3.31 千葉港湾事務所

建設コンサルタント等 千葉市中央区中央港1-11-2

千葉港千葉中央地区岸壁(-9m)細部設計他業務 分任支出負担行為担当官

千葉港千葉中央地区 千葉港湾事務所長

R3.4.16 ～R4.2.25 千葉港湾事務所

建設コンサルタント等 千葉市中央区中央港1-11-2

千葉港葛南中央地区土質調査 分任支出負担行為担当官

千葉港葛南中央地区 千葉港湾事務所長

R3.5.10 ～R3.9.30 千葉港湾事務所

測量・調査 千葉市中央区中央港1-11-2

千葉港観測やぐら製作設置工事 分任支出負担行為担当官

千葉港浦安市浦安沖他 千葉港湾事務所長

R3.6.11 ～R3.10.29 千葉港湾事務所

港湾等鋼構造物工事 千葉市中央区中央港1-11-2

東京湾浅場造成品質確認・検討業務 分任支出負担行為担当官

東京港大井ふ頭その2その他調査職員が指示する場所 千葉港湾事務所長

R3.7.30 ～R4.3.24 千葉港湾事務所

建設コンサルタント等 千葉市中央区中央港1-11-2 東京都港区虎ノ門３－１－１０

令和３年度　千葉港千葉中央地区防波堤細部設計他業務 分任支出負担行為担当官

千葉港千葉中央地区 千葉港湾事務所長

R3.9.9 ～R4.2.25 千葉港湾事務所

建設コンサルタント等 千葉市中央区中央港1-11-2

令和３年度　東京湾浅場造成環境調査 分任支出負担行為担当官

千葉県富津市富津沖 千葉港湾事務所長

R3.9.9 ～R4.12.16 千葉港湾事務所

測量・調査 千葉市中央区中央港1-11-2

東京都江東区亀戸１－５－７

82.3%27,280,000
指名競争入札

（簡易公募型競争入札）
（総合評価）

33,143,000

東京都台東区北上野２－６－４

79.7%R3.9.9

株式会社ニュージェック関東支店 指名競争入札
（簡易公募型競争入札）

（総合評価）

株式会社エコー

2010501016723

36,795,000

8010405009702

復建調査設計(株)東京支社 指名競争入札
（簡易公募型競争入札）

（総合評価）

64,020,00064,284,000

47,751,000

96,185,237

東京都千代田区神田錦町３－２２

5010005002705

7010901005494 52,283,000

35,805,000

5010005002705

99.6%

茨城県神栖市知手中央２－１－２

82.4%4240001010433
東京都千代田区岩本町３－８－１５

9050001020819 98.9%

指名競争入札
（簡易公募型競争入札）

（総合評価）

44,649,000

R3.4.1

一般財団法人
港湾空港総合技術センター 一　般　競　争

( 総 合 評 価 ）

49,500,000

R3.4.16

パシフィックコンサルタンツ(株)首都
圏本社 指名競争入札

（簡易公募型競争入札）
（総合評価）

8013401001509

いであ(株)

44,902,000

90,310,000 93.9%

東京都千代田区霞が関３－３－１

R3.4.1
指名競争入札

（簡易公募型競争入札）
（総合評価）

94.7%
東京都世田谷区駒沢３-１５-１

79.7%

令和３年８月分該当なし

26,917,000

R3.7.30

三国屋建設株式会社

 東京湾浅場造成品質確認・検討業務
みなと総研・海域環境研究機構設計共
同体代表者一般財団法人みなと総合研
究財団

92.0%

38,060,000

R3.9.9

2120001086883

R3.4.1

一般財団法人
港湾空港総合技術センター 一　般　競　争

( 総 合 評 価 ）
12,982,513 11,946,000

一　般　競　争
( 総 合 評 価 ）

R3.6.11 26,620,000

R3.5.10

東京都千代田区霞が関３－３－１



（別紙様式１）

　  　　 　　　公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく競争入札に係る情報の公表（公共工事）

公 共 工 事 の 名 称 、 場 所 、 期 間 及 び 種 別
契 約 担 当 官 等 の 氏 名
並びにその所属する部局の
名 称 及 び 所 在 地

契 約 を
締 結 し た 日

契 約 の 相 手 方 の 商 号
又 は 名 称 及 び 住 所

法 人 番 号
一 般 競 争 入 札 ・
指 名 競 争 入 札 の 別
( 総 合 評 価 の 実 施 )

予 定 価 格 契 約 金 額 落 札 率 備 考

令和３年度　千葉港葛南中央地区環境調査 分任支出負担行為担当官

千葉県船橋市潮見町地先 千葉港湾事務所長

R3.11.19 ～R4.3.18 千葉港湾事務所

測量・調査 千葉市中央区中央港1-11-2

令和３年度 千葉港湾事務所独身寮屋上防水補修工事 分任支出負担行為担当官

千葉県千葉市 千葉港湾事務所長

R3.12.21 ～R4.2.25 千葉港湾事務所

建築工事 千葉市中央区中央港1-11-2

令和３年度東京湾浅場造成品質確認・検討業務（その２） 分任支出負担行為担当官

東京港大井ふ頭その2その他調査職員が指示する場所 千葉港湾事務所長

R4.1.13 ～R4.7.8 千葉港湾事務所

建設コンサルタント等 千葉市中央区中央港1-11-2 東京都港区虎ノ門３－１－１０

令和３年度東京湾浅場造成工事（その２） 分任支出負担行為担当官

千葉県富津市富津沖、千葉県富津市新富地先 千葉港湾事務所長

R4.1.18 ～R4.7.8 千葉港湾事務所

港湾等しゅんせつ工事 千葉市中央区中央港1-11-2

令和３年度千葉港葛南中央地区岸壁(-10m)改良等工事 分任支出負担行為担当官

千葉県船橋市潮見町地先 千葉港湾事務所長

R4.3.10 ～R5.3.15 千葉港湾事務所

港湾土木工事 千葉市中央区中央港1-11-2
令和３年度 千葉港葛南中央地区航路(-12m)付帯施設改良工事 分任支出負担行為担当官

千葉港葛南中央地区港内 千葉港湾事務所長

R4.3.14 ～R4.10.14 千葉港湾事務所

港湾土木工事 千葉市中央区中央港1-11-2

令和３年１０月分該当なし

323,070,000 291,027,000
千葉県千葉市中央区登戸１－２３
－１６

211,530,000

R4.3.14

みらい建設工業(株)千葉営業支店
一　般　競　争
( 総 合 評 価 ）

1010401078435 90.1%

90.4%6180001006411

東京都中央区八丁堀３－２２－１１

R4.3.10

(株)小島組東京支店
一　般　競　争
( 総 合 評 価 ）

234,080,000

3011101055078
千葉市中央区中央港１－１２－３

一　般　競　争
( 総 合 評 価 ）

629,970,000 620,730,000

令和４年２月分該当なし

7040001016407
千葉県千葉市稲毛区天台４-１-１９

R4.1.18

東亜建設工業(株)千葉支店

98.5%

R3.12.21

クラフト天台（株）
一　般　競　争
( 総 合 評 価 ）

4,323,000 4,202,000 97.2%

R4.1.13
指名競争入札

（簡易公募型競争入札）
（総合評価）

33,605,000 33,550,000 99.8%8010405009702
東京湾浅場造成品質確認・検討業務(その２)
みなと総研・海域環境研究機構設計共同体
代表者一般財団法人みなと総合研究財団

82.4%4240001010433
東京都千代田区岩本町３－８－１５

R3.11.19

復建調査設計(株)東京支社 指名競争入札
（簡易公募型競争入札）

（総合評価）
6,545,000 5,390,000



（別紙様式２）

　   　　　　　　　公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（公共工事）

公共工事の名称、場所、期間及び種別
契 約 担 当 官 等 の 氏 名
並びにその所属する部局の

名 称 及 び 所 在 地

契 約 を
締結した日

契 約 の 相 手 方 の 商 号
又 は 名 称 及 び 住 所

法 人 番 号

随意契約によることとした
会計法令の根拠条文及び

理 由
（ 企 画 競 争 又 は 公 募 ）

予 定 価 格 契 約 金 額 落 札 率
再就職の
役 員 数

備 考

千葉港葛南中央地区海岸保全施設整備検討業務 分任支出負担行為担当官

千葉港葛南中央地区 千葉港湾事務所長

R3.6.17 ～R4.3.15 千葉港湾事務所

建設コンサルタント等 千葉市中央区中央港1-11-2 東京都港区西新橋１-１４-２

令和３年度　千葉港千葉中央地区岸壁整備検討業務 分任支出負担行為担当官

千葉港千葉中央地区 千葉港湾事務所長

R3.9.9 ～R4.2.28 千葉港湾事務所

建設コンサルタント等 千葉市中央区中央港1-11-2

令和３年１０月分該当なし

令和３年４月分該当なし

令和３年１１月分該当なし

99.3%R3.9.9

東京都江東区亀戸１－５－７

38,610,000

会計法29条の3第4項
理由は別紙2－1参照

（簡易公募型ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙ方式）

千葉港葛南中央地区海岸保全施設整
備検討業務沿岸技術研究センター・エ
コー・日本港湾コンサルタント設計共同
体　代表者一般財団法人沿岸技術研究
センター

2010005018571 39,600,000 99.9%

2120001086883

株式会社ニュージェック関東支
店 会計法29条の3第4項

理由は別紙2－2参照
（簡易公募型ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙ方式）

38,885,000

令和３年５月分該当なし

令和３年７月分該当なし

令和３年１２月分該当なし

令和４年１月分該当なし

R3.6.17 39,622,000

令和３年８月分該当なし



（別紙様式２）

　   　　　　　　　公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（公共工事）

公共工事の名称、場所、期間及び種別
契 約 担 当 官 等 の 氏 名
並びにその所属する部局の

名 称 及 び 所 在 地

契 約 を
締結した日

契 約 の 相 手 方 の 商 号
又 は 名 称 及 び 住 所

法 人 番 号

随意契約によることとした
会計法令の根拠条文及び

理 由
（ 企 画 競 争 又 は 公 募 ）

予 定 価 格 契 約 金 額 落 札 率
再就職の
役 員 数

備 考

令和４年３月分該当なし

令和４年２月分該当なし







（別紙様式３）

　  　　 　　　公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく競争入札に係る情報の公表（物品役務等）

物 品 役 務 等 の 名 称 及 び 数 量
契 約 担 当 官 等 の 氏 名
並びにその所属する部局の

名 称 及 び 所 在 地

契 約 を
締結した日

契 約 の 相 手 方 の 商 号
又 は 名 称 及 び 住 所

法人番号
一 般 競 争 入 札 ・
指名競争入札の別
(総合評価の実施)

予 定 価 格 契 約 金 額 落 札 率 備 考

分任支出負担行為担当官

千葉港湾事務所長

千葉港湾事務所

千葉市中央区中央港1-11-2

分任支出負担行為担当官

千葉港湾事務所長

千葉港湾事務所

千葉市中央区中央港1-11-2

分任支出負担行為担当官

千葉港湾事務所長

千葉港湾事務所

千葉市中央区中央港1-11-2

分任支出負担行為担当官

千葉港湾事務所長

千葉港湾事務所

千葉市中央区中央港1-11-2

分任支出負担行為担当官

千葉港湾事務所長

千葉港湾事務所

千葉市中央区中央港1-11-2

分任支出負担行為担当官

千葉港湾事務所長

千葉港湾事務所

千葉市中央区中央港1-11-2

分任支出負担行為担当官

千葉港湾事務所長

千葉港湾事務所

千葉市中央区中央港1-11-2

分任支出負担行為担当官

千葉港湾事務所長

千葉港湾事務所

千葉市中央区中央港1-11-2

48.0%2010001044539

一式
東京都中央区日本橋堀留町１-３-１７

東京湾水質分析

R3.4.1

三洋テクノマリン(株)東京支社

5,496,749

R3.4.1

（株）エースプロモーション

一般競争入札 1,190,200

一般競争入札

1040002096420

横浜菱油(株)

6020001031284

871,200

R3.4.1
千葉県我孫子市南新木４－２３－２－１０３

神奈川県横浜市鶴見区駒岡２－１３－７

R3.4.1

5011201014254
東京都中野区本町３－３２－１７

1,980,0003,557,453

3,081,557

2,640,000一般競争入札

千葉港湾事務所庁舎清掃

一式

一般競争入札 45.0%

単価契約

基本月額

56.5%

55.7%

単価契約
予定調達総額
12,000,000円

73.2%

64.2%

単価契約
予定調達総額
24,877,138円

99.0%

単価契約
予定調達総額
4,646,400円

R3.4.1

三陽自動車(株)

一般競争入札
東京都江東区深川２－６－１１

R3.4.1

685,027

一般競争入札

栗原建工(株)

一般競争入札

（有）総合ビルメンテナンス

R3.4.1
千葉県千葉市中央区末広１－１７－１

R3.4.1 一般競争入札
神奈川県川崎市川崎区小川町１４－１９浜
屋八秀ビル３階

丸忠建工(株)

神奈川県横浜市鶴見区鶴見中央４－３２－
１

令和３年６月分該当なし

令和３年７月分該当なし

96

1,468,218 660,000

1,978,900

83.3%

387,200

軽油１Lあたり

80

ワイエスアイ・ナノテック(株)

運航1日あたり

85,250

軽油１Lあたり

5020001019108

千葉港港湾業務艇運航

一式

千葉港直轄施工管理用カメラシステム借上及び保守

一式

千葉港湾事務所清掃兼油回収船免税軽油購入

一式

千葉港湾事務所車両管理業務

千葉港湾事務所清掃兼油回収船収集廃棄物運
搬処理

千葉港湾事務所清掃兼油回収船自動水質測定
装置保守点検

令和３年５月分該当なし

運航1日あたり

86,121

5040001001947

2010601040490

基本月額

一式

一式

一式

1020001074981



（別紙様式３）

　  　　 　　　公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく競争入札に係る情報の公表（物品役務等）

物 品 役 務 等 の 名 称 及 び 数 量
契 約 担 当 官 等 の 氏 名
並びにその所属する部局の

名 称 及 び 所 在 地

契 約 を
締結した日

契 約 の 相 手 方 の 商 号
又 は 名 称 及 び 住 所

法人番号
一 般 競 争 入 札 ・
指名競争入札の別
(総合評価の実施)

予 定 価 格 契 約 金 額 落 札 率 備 考

分任支出負担行為担当官

千葉港湾事務所長

千葉港湾事務所

千葉市中央区中央港1-11-2

分任支出負担行為担当官

千葉港湾事務所長

千葉港湾事務所

千葉市中央区中央港1-11-2

分任支出負担行為担当官

千葉港湾事務所長

千葉港湾事務所

千葉市中央区中央港1-11-2

令和３年８月分該当なし

3040001019330

98.5%
単価契約
予定調達総額
5,448,126円

56.8%

一式
千葉県船橋市海神６－１０－７

R4.1.21

日本機動警備システム(株)

一般競争入札 1,760,000

令和３年度千葉港庁舎等巡回警備業務

93.8%

令和３年度千葉港港湾業務艇用船

5040001001947

一式

供用1日あたり 供用1日あたり

120,549

東京都東村山市廻田町４－１５－７－２０３

令和３年１１月分該当なし

9012701013956

一式

千葉県千葉市中央区末広１－１７－１

1,650,000

118,800

令和４年３月分該当なし

令和４年２月分該当なし

令和３年度 千葉港湾事務所フェンス等塗装改修

令和３年９月分該当なし

R3.12.17

栗原建工(株)

一般競争入札

2,222,000 1,261,480R3.10.1

株式会社ティ・ビィ・エス

一般競争入札



（別紙様式４）

　   　　　　　　　公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）

物 品 役 務 等 の 名 称 及 び 数 量
契 約 担 当 官 等 の 氏 名
並びにその所属する部局の

名 称 及 び 所 在 地

契 約 を
締結した日

契 約 の 相 手 方 の 商 号
又 は 名 称 及 び 住 所

法 人 番 号

随意契約によることとし
た会計法令の根拠条文
及び理由（企画競争又は

公 募 ）

予 定 価 格 契 約 金 額 落 札 率
再 就 職
の 役 員

数
備 考

分任支出負担行為担当官

千葉港湾事務所長

千葉港湾事務所

千葉市中央区中央港1-11-2

分任支出負担行為担当官

千葉港湾事務所長

千葉港湾事務所

千葉市中央区中央港1-11-2

分任支出負担行為担当官

千葉港湾事務所長

千葉港湾事務所

千葉市中央区中央港1-11-2

100.0%
千葉県葛南港湾事務所

4000020120006 予決令第99条第16号

千葉県葛南港湾事務所

土地使用料(施工監視カメラ) R3.4.1
千葉県船橋市浜町２－５

77,700 77,700

土地使用料(渡橋他) R3.4.1
千葉県船橋市浜町２－５

27,720 27,720 100.0%4000020120006 予決令第99条第16号

令和３年１０月分該当なし

令和３年９月分該当なし

令和３年８月分該当なし

令和３年７月分該当なし

令和３年６月分該当なし

100.0%
千葉県君津市君津１番地

令和３年５月分該当なし

土地使用料(富津市新富) R3.4.1
日本製鉄株式会社東日本製鉄所 会計法29条の3第4項

理由は別紙4－1参照
130,727,808 130,727,8083010001008848



（別紙様式４）

　   　　　　　　　公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）

物 品 役 務 等 の 名 称 及 び 数 量
契 約 担 当 官 等 の 氏 名
並びにその所属する部局の

名 称 及 び 所 在 地

契 約 を
締結した日

契 約 の 相 手 方 の 商 号
又 は 名 称 及 び 住 所

法 人 番 号

随意契約によることとし
た会計法令の根拠条文
及び理由（企画競争又は

公 募 ）

予 定 価 格 契 約 金 額 落 札 率
再 就 職
の 役 員

数
備 考

分任支出負担行為担当官

千葉港湾事務所長

千葉港湾事務所

千葉市中央区中央港1-11-2

分任支出負担行為担当官

千葉港湾事務所長

千葉港湾事務所

千葉市中央区中央港1-11-2

2,914,120 100.0%

令和３年度　千葉港港湾業務艇「あいりす」解体処分
一般社団法人日本マリン事業
協会

一式
会長　　柳　弘之

会計法29条の3第4項
理由は別紙4－3参照

3,278,3303010005004281 3,278,330 100.0%

R3.11.15

新潟造船株式会社
会計法29条の3第4項
理由は別紙4－2参照

2,914,120
新潟市中央区入船町四丁目
3776番地

7110001006714

令和４年３月分該当なし

令和３年度　千葉港べいくりん整備及び点検修理

一式

令和４年２月分該当なし

令和４年１月分該当なし

R3.12.10





　　千葉港湾

　（　件名　）　 千葉港べいくりん整備及び点検修理

　よって、会計法第２９条の３第４項の規定により、 新潟造船株式会社 と随意契約

致したい。

令　和　３　年　度

随　意　契　約　理　由　書 

本件は、下記の理由により、 新潟造船株式会社 と随意契約致したい。

記

　本業務は、清掃兼油回収船「べいくりん」の軽石回収に必要な整備及び点検修理

を行うものである。

　小笠原諸島福徳岡ノ場の噴火が原因とみられる軽石漂流により、今後、東京湾に
おいて被害が発生する恐れがあることから、この軽石回収に清掃兼油回収船「べい
くりん」（以下「本船」）が出動、回収業務を実施する予定である。
　この軽石は粒径が小さく既設のゴミ回収装置（スキッパー）の格子目では掬えない
こと。さらに、本船の海水吸入口に軽石が流入することで機関に重大な損傷を被り
航行不能となる恐れがあること。これらの対策のため整備及び点検修理が必要とな
る。また、海流等の状況によっては、東京湾への軽石漂流が近日中に生じる恐れが
あるため、速やかな整備が必要である。
　そのため、緊急的に本船の基地港が所在する横浜市を含めた神奈川県内且つ本
船の特殊な構造に熟知し、過去に本船修理の実績がある複数社に仕様書の条件で
見積依頼を行ったところ、新潟造船株式会社が唯一対応可能な会社であった。

a83ab-kuroda
テキストボックス
別紙４－２



令和３年度

千葉港湾

随意契約理由書

（件名）令和３年度 千葉港港湾業務艇「あいりす」解体処分

本件は、下記の理由により、（一社）日本マリン事業協会と随意契約致したい。

記

本業務は、千葉港湾事務所で使用していた港湾業務艇「あいりす」について解体処分

を行うものである。

港湾業務艇「あいりす」は新造船完成に伴い今後の使用見込みが無い事から売り払い

の予定であったが、船価鑑定を依頼したところ主機関に故障があることから修理費が船

体価格を上回り船価評価額が無価値と鑑定されたことにより「ＦＲＰ船リサイクルシス

テム」を活用し解体処分を行うこととした。

解体処分にあたっては、ＦＲＰ船が大型且つ強靱であることから処理が困難であった

がＦＲＰ材をセメント原料や燃料として適正に再資源化する「ＦＲＰ船リサイクルシス

テム」が確立され適正な処理が可能となった。このシステムは国土交通省及び環境省が

推進している施策であり処理が困難であったＦＲＰ材を再資源化できる唯一のシステム

である。当システムは廃棄物処理法に基づく一般廃棄物の広域認定制度を環境大臣より

認定された（一社）日本マリン事業協会が主体となり、解体から中間処理、最終処分ま

でを一括して運用している唯一の団体であったため（一社）日本マリン事業協会を特定

した。

よって、会計法第２９条の３第４項により、（一社）日本マリン事業協会と随意契約し

たい。

a83ab-kuroda
テキストボックス
別紙４－３


